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定款一部変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、2026 年 9 月 18 日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を 2026 年 10

月 23 日開催予定の第 63 期定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記の

とおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．定款変更の理由 

2026年 6月 2日付けで当社発行のＣ種優先株式の残株式全部50株を優先株主より取得

し、同時に消却いたしました。これにより、優先株式の発行済株式数が 0株になったこと

から、現行定款に記載の優先株式にかかる条文を全て削除するものであります。 

 

２．定款変更の内容 

変更内容は次のとおりであります。 

（下線部分は変更箇所を示しております。） 

現行定款 変更案 

第 1 章 総則 第 1章 総則 

第 1条～第 4条 

（条文省略） 

第 1条～第 4条 

（現行どおり） 

第 2 章 株式 第 2章 株式 

第 5条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、4,032,050 株

とし、各種類の株式の発行可能種類株式総

数は、次のとおりとする 

普通株式        4,032,000 株 

Ｃ種優先株式          50 株 

第 5条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、4,032,000 株

とする 

第 6条 

（条文省略） 

第 6条 

（現行どおり） 



現行定款 変更案 

第 7条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は、次のとおりとする 

普通株式        100 株 

Ｃ種優先株式       1 株 

第 7条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は 100 株とする 

第 8条～第 10条 

（条文省略） 

第 8条～第 10条 

（現行どおり） 

第 3章 優先株式 （削除） 

第 11条（優先配当金） 

当会社は、2009 年 8 月 1 日以降の事業年度

末日を基準日とする剰余金の配当をすると

きは、優先株式を有する株主（以下「優先株

主」という）又は優先株式の登録株式質権者

（以下「優先登録株式質権者」という）に対

し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」

という）及び普通株式の登録株式質権者（以

下「普通登録株式質権者」という）に先立ち、

優先株式 1 株あたり払込金額に、それぞれ

の事業年度ごとに本条2項に定める年率（以

下「配当年率」という）を乗じて算出した額

（但し、当該剰余金の配当にかかる基準日

の属する事業年度中の日を基準日として優

先株主又は優先登録株式質権者に対して既

に剰余金の配当をしているときは、優先株

式１株につき行ったかかる剰余金配当の額

を控除した額（但し、ゼロを下回る場合はゼ

ロ））の配当金（以下「優先配当金」という）

を支払う 

(2) 配当年率は、各事業年度について、下記

算式により計算される年率とする 

・2009 年から 2013 年までに開始する事業

年度における配当年率 

＝日本円ＴＩＢＯＲ（6ヶ月もの）＋0.50 ％ 

・2014 年から 2018 年までに開始する事業

年度における配当年率 

＝日本円ＴＩＢＯＲ（6 ヶ月もの）＋1.00％ 

・2019 年以降に開始する事業年度における

配当年率 

＝日本円ＴＩＢＯＲ（6 ヶ月もの）＋1.50％ 

配当年率は、％位未満小数第 4 位まで算出

し、その小数第 4 位を四捨五入する 

なお、日本円ＴＩＢＯＲ（6ヶ月もの）は、

当該優先株式の発行に先立って取締役会の

決議によって定める方法により計算するも

のとする 

(3) ある事業年度において優先株主又は優先

登録株式質権者に対して支払う剰余金の配

（削除） 



現行定款 変更案 

当の額が当該事業年度にかかる優先配当金

の額に達しないときは、その不足額は翌事

業年度以降に累積しない 

(4) 優先株主又は優先登録株式質権者に対し

ては、優先配当金を超えて剰余金を配当し

ない 

(5) 当会社は第 58 条に定める中間配当を行

うときは、毎年 1 月 31日の最終の株主名簿

に記載又は記録された優先株主又は優先登

録株式質権者に対し、普通株主及び普通登

録株式質権者に先立ち、本条 1 項に定める

配当金の 2 分の 1 に相当する額の中間配当

を支払う 

第 12条（残余財産の分配） 

当会社は、残余財産を分配するときは、優先

株主又は優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、そ

れぞれ次に定める額の金銭を支払う 

・Ｃ種優先株式 1 株につき、その 1 株当た

りの払込金額相当額を踏まえて、優先株式

の発行に先立って取締役会の決議により定

める額 

(2) 優先株主又は優先登録株式質権者に対し

ては、前項のほか残余財産の分配を行わな

い 

（削除） 

第 13条（議決権） 

優先株主は、法令に別段の定めがある場合

を除き、株主総会において議決権を有しな

い 

（削除） 

第 14条（譲渡制限） 

Ｃ種優先株式を譲渡により取得するには、

取締役会の承認を要する 

（削除） 

第 15条 （株式の併合又は分割、募集株式の割

当て等） 

当会社は、法令に定める場合を除き、優先株

式について株式の分割又は併合を行わない 

(2) 当会社は、優先株主に対し、募集株式の

割当てを受ける権利、又は募集新株予約権

の割当てを受ける権利を与えない 

(3) 当会社は、優先株主に対し、株式無償割

当て、又は新株予約権無償割当てを行わな

い 

（削除） 

第 16条（金銭を対価とする取得請求権） 

優先株主は、優先株式の発行に先立って取

締役会の決議によって別に定める優先株式

の取得を請求することができる期間（以下

（削除） 



現行定款 変更案 

「取得請求期間」という）中、当会社に対し

て、自己の有する優先株式の全部又は一部

を取得するのと引換えに、当該優先株式1株

につき、その払込金額相当額を踏まえて優

先株式の発行に先立って取締役会の決議に

よって定める算定方法に従って算出される

額の金銭を交付することを請求することが

できる 

第 17条（取得条項） 

当会社は、優先株式の発行に先立って取締

役会の決議によって別に定める日が到来し

たときは、当該優先株式の全部又は一部を

取得することができる 

この場合、当会社は、当該優先株式を取得す

るのと引換えに、当該優先株式 1株につき、

その払込金額相当額を踏まえて優先株式の

発行に先立って取締役会の決議によって定

める算定方法に従って算出される額の金銭

を交付する 

(2) 前項に基づき、優先株式の一部を取得す

るときは、比例按分又はその他当会社の取

締役会が定める合理的かつ公平な方法によ

り行う 

（削除） 

第 18条（普通株式を対価とする取得請求権） 

優先株主は、優先株式の発行に先立って取

締役会の決議によって別に定める取得請求

期間中、当会社に対して、自己の有する優先

株式の全部又は一部を取得するのと引換え

に、当該優先株式 1 株につき、その払込金

額相当額並びに当会社の純資産額及び発行

済普通株式総数を踏まえて優先株式の発行

に先立って取締役会の決議によって定める

算定方法に従って算出される数の当会社の

普通株式を交付することを請求することが

できる 

（削除） 

第 19条（一斉取得） 

当会社は、取得請求期間の末日までに当会

社に取得されない優先株式の全部を、取得

請求期間の末日の翌日をもって取得する 

この場合、当会社は、当該優先株式を取得す

るのと引換えに、当該優先株式 1株につき、

その払込金額相当額並びに当会社の純資産

額及び発行済普通株式総数を踏まえて優先

株式の発行に先立って取締役会の決議によ

って定める算定方法に従って算出される数

の当会社の普通株式を交付する 

（削除） 



現行定款 変更案 

第 4章 株主総会 第 3章 株主総会 

第 20条～第 26条 

（条文省略） 

第 11条～第 17条 

（現行どおり） 

第 27条（種類株主総会） 

種類株主総会の決議は、法令に別段の定め

がある場合を除き、出席した議決権を行使

することができる株主の議決権の過半数を

もって行う 

(2) 会社法第 324 条第 2項の規定による決議

は、議決権を行使することができる株主の

議決権の 3 分の 1 以上を有する株主が出席

し、その出席した株主の議決権の 3 分の 2

以上に当たる多数をもって行う 

(3) 第 22 条、第 25条及び第 26 条の規定は、

種類株主総会について準用する 

（削除） 

第 5章 取締役及び取締役会 第 4章 取締役及び取締役会 

第 28条～第 40条 

（条文省略） 

第 18条～第 30条 

（現行どおり） 

第 6章 監査役及び監査役会 第 5章 監査役及び監査役会 

第 41条～第 51条 

（条文省略） 

第 31条～第 41条 

（現行どおり） 

第 7章 会計監査人 第 6章 会計監査人 

第 52条～第 55条 

（条文省略） 

第 42条～第 45条 

（現行どおり） 

第 8 章 計算 第 7章 計算 

第 56条～第 59条 

（条文省略） 

第 46条～第 49条 

（現行どおり） 

 

 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催日  2026 年 10 月 23 日 

定款変更の効力発生日       2026 年 10 月 23 日 

以 上 




